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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第６期 

第２四半期 
連結累計期間 

第７期 
第２四半期 
連結累計期間 

第６期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年９月30日 

自平成28年４月１日 
至平成28年９月30日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （千円） 10,341,102 10,036,627 21,115,073 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 151,122 △151,286 △118,628 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は 

親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失

（△） 

（千円） 108,563 △293,650 △278,884 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 115,811 △708,139 △449,579 

純資産額 （千円） 5,999,511 4,488,903 5,432,377 

総資産額 （千円） 23,467,354 19,906,362 20,263,117 

１株当たり四半期純利益金額又は 

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△） 
（円） 8.05 △21.79 △20.69 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 25.3 22.5 26.5 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,363,738 415,126 2,569,923 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △47,972 △99,853 △123,921 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △831,653 696,412 △3,382,280 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（千円） 2,795,014 2,239,375 1,350,838 

 

回次
第6期

第２四半期
連結会計期間

第7期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 5.07 △0.29

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第６期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第６期及び第７期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当社グループは、㈱エルモ社を中心とした光学機器の開発・製造・販売活動のほか、㈱タイテックを中心とした 

電子機器の開発・製造・販売活動を主な事業内容としております。

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

また、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 

四半期連結財務諸表 注記事項 セグメント情報等」をご覧ください。

（光学事業） 

第１四半期連結会計期間において、連結子会社の㈱エルモ社を存続会社とし、連結子会社の㈱ファインフィット

デザインを消滅会社とする吸収合併を行っております。

また、連結子会社の㈱ＳＵＷＡオプトロニクスは、第１四半期連結会計期間において、㈱中日諏訪オプト電子に

商号変更しております。

（電子事業） 

第１四半期連結会計期間において、連結子会社の㈱タイテックを存続会社とし、連結子会社の㈱グラフインを消

滅会社とする吸収合併を行っております。

当第２四半期連結会計期間において、連結子会社の㈱中日電子の医療事業を会社分割し、連結子会社の㈱中日諏

訪オプト電子へ承継いたしました。この会社分割によるセグメントの変更はありません。
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 [事業系統図] 

 上記で述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

（注）※１．連結子会社 

※２．関連会社で持分法適用会社
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間の連結業績につきましては、ＩＴ化が一層進む「教育」市場、中国を中心に自動化ニ

ーズが高まる「ＦＡ」市場、高度化が求められる「医療」市場、セキュリティや自動車関連などのマーケットがさ

らに進化する「安全・生活」市場の４つの市場を重点として活動しております。 

それらの結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高10,036百万円（前年同四半期

比2.9%減）、営業利益103百万円（前年同四半期比21.4％減）となりました。一方で為替相場が円高に進んだこと

で為替差損235百万円計上により、経常損失151百万円（前年同四半期は経常利益151百万円）、親会社株主に帰属

する四半期純損失は293百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益108百万円）となりました。

 

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

なお、組織再編に伴い、従来より電子事業に区分していた連結子会社１社を、第１四半期連結会計期間より光学

事業へ区分変更しております。それに伴い、前第２四半期連結累計期間に開示している金額は、新しいセグメント

区分により組み替えたものを記載しております。 

 

①光学事業

光学事業では、大量生産型製造体制から規模の適正化をはかり、これまで培ってきた光学技術を活かして「多

品種・高品質・高付加価値」のビジネスへと転換を進めております。 

主要ビジネスである書画カメラ事業は、主力の米国市場において成熟化が進むも、欧州市場での需要は堅調に

あり、新興国を含めた新たなグローバル市場の開拓、販路の拡大をはかり、市場シェア確保に努めております。 

もう一方の主力事業としてきた光学ユニット事業におきましては、大量生産体制から「多品種・高品質・高付

加価値」のビジネスへと転換を進めておりますが、当初計画を下回りました。 

これらの結果、光学事業における当第２四半期連結累計期間の売上高は6,593百万円（前年同四半期比3.7％

減）、営業利益は134百万円（前年同四半期比53.7％増）となりました。

 

②電子事業 

電子事業においては、主軸事業のＦＡ（工場自動化）関連機器の国内販売が、引き続き堅調な需要に支えら

れ、順調に推移しております。ＦＡ中国現地法人は、中国市場の先行きに不透明感がありますが、人件費上昇に

よる省力化ニーズは強く、堅調に推移しました。 

その結果、電子事業における当第２四半期連結累計期間の売上高は3,442百万円（前年同四半期比1.4％減）、

営業利益は58百万円（前年同四半期は営業損失23百万円）となりました。
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(2) 財政状態に関する説明 

当四半期連結会計期間末の資産、負債、純資産の状況

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は12,927百万円となり、前連結会計年度末に比べ130百万円

増加いたしました。これは主に現金及び預金が888百万円増加し、一方で受取手形及び売掛金が215百万円、商

品及び製品が387百万円、原材料及び貯蔵品が22百万円減少したことによるものであります。固定資産は6,978

百万円となり、前連結会計年度末に比べ487百万円減少いたしました。これは主に有形固定資産が336百万円、

無形固定資産が64百万円減少したことによるものであります。

この結果、総資産は19,906百万円となり、前連結会計年度末に比べ356百万円減少いたしました。

（負債） 

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は12,570百万円となり、前連結会計年度末に比べ115百万円

増加いたしました。これは主に支払手形及び買掛金が88百万円、短期借入金が132百万円増加したことによる

ものであります。固定負債は2,846百万円となり、前連結会計年度末に比べ470百万円増加いたしました。これ

は主に長期借入金が626百万円増加し、一方で退職給付に係る負債が125百万円減少したことによるものであり

ます。

この結果、負債合計は15,417百万円となり、前連結会計年度末に比べ586百万円増加いたしました。

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は4,488百万円となり、前連結会計年度末に比べ943百万円

減少いたしました。これは主に利益剰余金が480百万円、為替換算調整勘定が423百万円減少したことによるも

のであります。

この結果、自己資本比率は22.5％（前連結会計年度末は26.5％）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ888百万円増加し2,239百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は415百万円（前年同四半期比69.6％減）となりました。

これは主に、減価償却費330百万円、売上債権の増加額185百万円、たな卸資産の減少額188百万円、仕入債務

の増加額398百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は99百万円（前年同四半期比108.1％増）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出89百万円、有形固定資産の売却による収入8百万円、無形固定資

産の取得による支出15百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得られた資金は696百万円（前年同四半期は831百万円の支出）となりました。

これは主に、短期借入金の純増加額23百万円、長期借入れによる収入1,200百万円、長期借入金の返済による

支出431百万円、ファイナンス・リース債務の返済による支出33百万円等によるものであります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は、489百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 21,063,240 21,063,240
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
100株

計 21,063,240 21,063,240 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数

増減数（株） 

発行済株式総

数残高（株） 

資本金増減額

（千円） 

資本金残高

（千円） 

資本準備金増

減額（千円） 

資本準備金 

残高（千円） 

平成28年７月１日～ 

平成28年９月30日 
－ 21,063,240 － 2,500,000 － 1,000,000
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（６）【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

㈲野村トラスト 名古屋市瑞穂区下山町２―19―１ 1,480 7.02 

㈲野村興産 名古屋市瑞穂区村上町４―８―１ 585 2.77 

テクノホライゾン・ホールディングス従業員持株会 名古屋市南区千竃通２―13―１ 440 2.09 

ＩＤＥＣ㈱ 大阪市淀川区西宮原２―６―64 404 1.92 

榊 泰彦 神奈川県平塚市 295 1.40 

第一生命保険㈱ 東京都千代田区有楽町１―13―１ 290 1.37 

㈱大垣共立銀行 岐阜県大垣市郭町３―98 264 1.25 

榊 信之 名古屋市千種区 236 1.12 

榊 雅信 名古屋市昭和区 227 1.08 

日本証券金融㈱ 
東京都中央区日本橋茅場町

１―２―10 
222 1.05 

計 ― 4,447 21.12 

（注）上記のほか、自己株式が7,585千株あります。

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       7,585,500 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式      13,437,300 134,373 ―

単元未満株式 普通株式          40,440 ― ―

発行済株式総数 21,063,240 ― ―

総株主の議決権 ― 134,373 ―

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

テクノホライゾン・

ホールディングス㈱

名古屋市南区

千竈通２－13－１
7,585,500 － 7,585,500 36.01

計 ― 7,585,500 － 7,585,500 36.01

 

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から

平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,350,838 2,239,375 

受取手形及び売掛金 ※２ 4,994,610 ※２ 4,779,315 

商品及び製品 1,846,916 1,459,522 

仕掛品 1,368,267 1,362,411 

原材料及び貯蔵品 2,035,178 2,012,594 

その他 1,220,909 1,090,304 

貸倒引当金 △19,653 △16,042 

流動資産合計 12,797,066 12,927,483 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,228,090 2,108,507 

土地 3,442,757 3,426,307 

その他（純額） 818,493 618,378 

有形固定資産合計 6,489,341 6,153,193 

無形固定資産 236,709 172,371 

投資その他の資産    

その他 787,954 701,002 

貸倒引当金 △47,953 △47,689 

投資その他の資産合計 740,001 653,313 

固定資産合計 7,466,051 6,978,878 

資産合計 20,263,117 19,906,362 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 ※２ 2,651,517 ※２ 2,740,238 

短期借入金 8,636,390 8,768,611 

未払法人税等 72,800 75,305 

賞与引当金 156,861 178,291 

その他 937,360 808,247 

流動負債合計 12,454,930 12,570,694 

固定負債    

長期借入金 944,722 1,571,432 

退職給付に係る負債 1,045,578 920,312 

その他 385,509 355,020 

固定負債合計 2,375,809 2,846,764 

負債合計 14,830,739 15,417,458 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,500,000 2,500,000 

資本剰余金 3,484,445 3,486,269 

利益剰余金 751,631 271,151 

自己株式 △1,917,148 △1,917,148 

株主資本合計 4,818,927 4,340,272 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 27,638 31,714 

為替換算調整勘定 590,646 166,663 

退職給付に係る調整累計額 △68,452 △62,893 

その他の包括利益累計額合計 549,833 135,484 

新株予約権 13,640 － 

非支配株主持分 49,976 13,146 

純資産合計 5,432,377 4,488,903 

負債純資産合計 20,263,117 19,906,362 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 10,341,102 10,036,627 

売上原価 7,905,455 7,724,913 

売上総利益 2,435,647 2,311,714 

販売費及び一般管理費 ※ 2,303,740 ※ 2,207,978 

営業利益 131,906 103,736 

営業外収益    

受取利息 986 780 

受取配当金 1,965 1,742 

為替差益 75,897 － 

不動産賃貸料 6,405 6,873 

その他 8,478 10,484 

営業外収益合計 93,734 19,880 

営業外費用    

支払利息 50,548 29,075 

為替差損 － 235,006 

持分法による投資損失 11,925 6,009 

その他 12,044 4,810 

営業外費用合計 74,518 274,902 

経常利益又は経常損失（△） 151,122 △151,286 

特別利益    

固定資産売却益 7,385 340 

新株予約権戻入益 － 13,640 

特別利益合計 7,385 13,980 

特別損失    

固定資産売却損 27 305 

固定資産除却損 614 197 

減損損失 － 26,391 

合併関連費用 2,116 － 

特別退職金 － 35,944 

その他 － 2,134 

特別損失合計 2,759 64,973 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
155,748 △202,279 

法人税等 46,352 91,470 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 109,395 △293,749 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
831 △99 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
108,563 △293,650 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 109,395 △293,749 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △7,145 4,033 

為替換算調整勘定 8,633 △411,175 

退職給付に係る調整額 3,501 5,559 

持分法適用会社に対する持分相当額 1,426 △12,807 

その他の包括利益合計 6,415 △414,390 

四半期包括利益 115,811 △708,139 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 114,936 △707,999 

非支配株主に係る四半期包括利益 874 △140 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
155,748 △202,279 

減価償却費 460,730 330,983 

賞与引当金の増減額（△は減少） 15,952 22,043 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △92,943 △118,398 

新株予約権戻入益 － △13,640 

減損損失 － 26,391 

特別退職金 － 35,944 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12,970 △6,174 

受取利息及び受取配当金 △2,952 △2,522 

支払利息 50,548 29,075 

固定資産除却損 614 197 

持分法による投資損益（△は益） 11,925 6,009 

固定資産売却損益（△は益） △7,357 △34 

売上債権の増減額（△は増加） 615,538 △185,692 

たな卸資産の増減額（△は増加） 49,832 188,668 

仕入債務の増減額（△は減少） 304,083 398,410 

その他 △176,276 △14,527 

小計 1,398,414 494,455 

利息及び配当金の受取額 2,828 2,522 

利息の支払額 △47,287 △28,574 

法人税等の支払額 △46,342 △97,599 

法人税等の還付額 56,126 80,266 

特別退職金の支払額 － △35,944 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,363,738 415,126 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △91,784 △89,742 

有形固定資産の売却による収入 74,453 8,222 

無形固定資産の取得による支出 △29,488 △15,466 

投資有価証券の取得による支出 △1,192 △905 

その他 39 △1,961 

投資活動によるキャッシュ・フロー △47,972 △99,853 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △713,021 23,270 

長期借入れによる収入 700,000 1,200,000 

長期借入金の返済による支出 △710,112 △431,679 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △48,057 △33,275 

配当金の支払額 △26,955 △26,955 

非支配株主への配当金の支払額 △260 － 

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出 
△33,240 △34,947 

その他 △5 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △831,653 696,412 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △22,166 △168,714 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 461,946 842,972 

現金及び現金同等物の期首残高 2,333,068 1,350,838 

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物

の増減額（△は減少） 
－ 45,565 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,795,014 ※ 2,239,375 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

 第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社であった㈱ファインフィットデザインは同じく連結子会社

である㈱エルモ社と合併したため、連結の範囲から除外しております。

 また、第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社であった㈱グラフインは同じく連結子会社である㈱

タイテックと合併したため、連結の範囲から除外しております。

 

（連結子会社の決算日の変更）

 当社グループの営業活動について、より適時・的確な開示を図るため、第１四半期連結会計期間より、連結

子会社のうち決算日が12月31日であった㈱中日諏訪オプト電子は決算日を３月31日に変更しております。

 この決算日変更に伴い、当該子会社の平成28年１月１日から平成28年３月31日までの損益は、利益剰余金の

増減として調整しております。また、現金及び現金同等物の増減については、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書の「連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物の増減額」として表示しております。

 

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得

した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

 なお、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の算定方法）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益（又は純損失）に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益（又は純損失）に当該見積実効税

率を乗じて計算しております。

ただし、見積実効税率を使用できない会社については、法定実効税率を使用しております。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成28年９月30日） 

受取手形割引高 41,805千円 810千円 

 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

一部の連結子会社の前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年度末日満期手形が前連

結会計年度末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年９月30日）

受取手形 321千円 －

受取手形割引高 1,108千円 －

支払手形 9,702千円 －

 

（四半期連結損益計算書関係）

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成27年４月１日 

  至  平成27年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日 

  至  平成28年９月30日） 

給料 793,418千円 750,700千円 

賞与引当金繰入額 55,079千円 69,881千円 

退職給付費用 34,498千円 35,944千円 

試験研究費 210,809千円 262,354千円 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 2,795,014千円 2,239,375千円

現金及び現金同等物 2,795,014千円 2,239,375千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 
定時株主総会

普通株式 26,955 2.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 資本剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、平成27年６月26日開催の第５回定時株主総会決議に基づき、その他資本剰余金を1,814,657千円

減少し、繰越利益剰余金に振り替え、欠損の填補を行っております。

 この結果、第１四半期連結会計期間において資本剰余金が1,814,657千円減少し、利益剰余金が1,814,657

千円増加しております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日 
定時株主総会

普通株式 26,955 2.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動 

 第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社である㈱中日諏訪オプト電子は決算日を12月31日から３

月31日に変更しております。この変更に伴い、第１四半期連結会計期間において利益剰余金が159,874千円

減少しております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２   光学事業 電子事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 6,850,285 3,490,816 10,341,102 － 10,341,102 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

348,285 676,840 1,025,125 △1,025,125 － 

計 7,198,570 4,167,656 11,366,227 △1,025,125 10,341,102 

セグメント利益又は損失（△） 87,585 △23,700 63,885 68,021 131,906 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額68,021千円は、セグメント間取引消去205,844千円及び各報告セグ

メントに配分していない全社費用137,822千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２   光学事業 電子事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 6,593,813 3,442,814 10,036,627 － 10,036,627 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

238,105 548,574 786,680 △786,680 － 

計 6,831,918 3,991,388 10,823,307 △786,680 10,036,627 

セグメント利益 134,581 58,923 193,504 △89,768 103,736 

（注）１．セグメント利益の調整額△89,768千円は、セグメント間取引消去67,848千円及び各報告セグメントに

配分していない全社費用157,616千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 「光学事業」セグメントにおいて、東莞旭進光電有限公司の工場縮小に伴い、事業資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、減損損失8,313千円を計上いたしました。

 「電子事業」セグメントにおいて、事業再編に伴い、㈱中日電子の事業資産の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、減損損失18,077千円を計上いたしました。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項 

 第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった㈱ファインフィットデザインは同じく連結

子会社である㈱エルモ社に吸収合併されております。この吸収合併に伴い、従来「電子事業」セグメントに

あった㈱ファインフィットデザインは「光学事業」セグメントに区分変更しております。

 なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報はこの組織再編後のセグメント区分に基づき作成した

ものを開示しております。

 

 

（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

 平成28年７月１日付で当社の連結子会社である㈱中日電子の医療事業を会社分割（吸収分割）し、㈱中日

諏訪オプト電子へ承継いたしました。 

 

１．会社分割の目的

 当社は「オプト・エレクトロニクス技術を核にグローバルな人と社会に貢献する」とした経営理念のも

と、「教育」「ＦＡ」「医療」「安全・生活」分野にフォーカスし、事業拡大を図っております。この度、

その事業展開をさらに強化するため、連結子会社を再編成し、マーケティングを効果的に行い、効率的で価

値の高い商品開発、ものづくり体制の最適化、管理業務の効率化、人材の有効活用により、スピーディで効

率の良い組織にするものです。

 

２．会社分割の概要 

(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容 

吸収分割会社   ㈱中日電子

吸収分割承継会社 ㈱中日諏訪オプト電子

事業の内容    医療機器等の開発・製造・販売

(2) 企業結合日

平成28年７月１日

(3) 企業結合の法的形式

㈱中日電子を分割会社とし、㈱中日諏訪オプト電子を承継会社とする吸収分割 

(4) 結合後企業の名称 

㈱中日諏訪オプト電子 

 

３．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号  平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号  平成25年９月13日）に基づき、共

通支配下の取引として処理しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
 

前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は

  １株当たり四半期純損失金額（△）
8円05銭 △21円79銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

又は親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（△）

（千円） 108,563 △293,650

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益金額又は親会社株主に帰属す

る四半期純損失金額（△）

（千円） 108,563 △293,650

普通株式の期中平均株式数 （千株） 13,477 13,477

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － －

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整

額
（千円） － －

普通株式増加数 （千株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

― 平成23年６月29日定時株主総会

決議及び取締役会決議の新株予

約権は、平成28年７月25日をも

って権利行使期間満了により失

効しております。 

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月14日

テクノホライゾン・ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 楠 元   宏 

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 馬 渕 宣 考 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているテクノホライゾ

ン・ホールディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成28年７月１日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、テクノホライゾン・ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成

28年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


